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１．目的  

 RC 橋脚の軸方向鉄筋の段落しは，断面耐力に合わせた経済的な配筋を行う上では，可能な限り低い位置で行うこ

とが望ましい．一方，耐震性の上で，段落し位置が弱点となることが既往の文献等 1)で指摘されており，コンクリ

ート標準示方書（構造性能照査編）2)および鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリート構造物）3)では曲げモー

メントが最大となる位置から断面の有効高さと軸方向鉄筋の定着長の合計以上離れた位置で段落しを行うこととし

ている．また，道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）4)では，段落しを行う場合，橋脚基部から塑性ヒンジ長の 4 倍以上

離れた位置で行うこととしている．すなわち，いずれの場合も部材の塑性化領域内で軸方向鉄筋の段落しを行わな

いことを原則としているのである．しかし，著者らは軸方向鉄筋の定着を十分に確保し，曲げ破壊先行型の柱部材

とすれば，段落し位置が弱点になることはないと考えている．

そこで，曲げ破壊先行型の柱部材に対して，可能な限り低い位

置で段落しを行うこと，およびその際の定着方法の開発を目的

として，塑性ヒンジ領域内から段落しを行った試験体で正負交

番載荷実験を行った． 

２．試験体  

 表－１に各試験体の条件および使用材料を示す．外形寸法は

全て同一で，柱基部の配筋も全て同一である．軸方向鉄筋は，

載荷面側に９本，側面側に５本配置している．せん断破壊を防

止するために，せん断補強鉄筋を 5cm 間隔で配置した．代表

して No.3 の試験体を図－１に示す．No.1 は，基準試験体で

あり，段落しは行っていない．No.2，No.3 の 2 体は，段落し

を行った試験体であり，段落し位置は同一である．すなわち，

B-B 断面において，載荷面に配置した軸方向鉄筋を２本，C-C

断面においてさらに２本の段落しを行っている．各断面の降伏

耐力および終局耐力はファイバーモデルによって計算し，段落

し位置は各段落し位置の軸方向鉄筋が同時に降伏するように

位置を定めた．No.2 と No.3 の定着が完全だと仮定した場合

の作用曲げモーメントと部材軸方向の各位置における軸方向

鉄筋降伏時および終局時のモーメント分布を図－３に示す．ま

た，各断面の耐力を表－２に示す． No.2 は段落し位置での定

着を考慮せず，段落し位置で鉄筋を切断した．一方，No.3 は，

図－１の側面図に示すように，段落し位置から軸方向鉄筋を

45°に折り曲げ，引張側にある軸方向鉄筋が圧縮側に定着され

るようにした．本実験では，No.1 基準試験体と比較して，No.2 

で約 20%，No.3 で約 13%の軸方向鉄筋の削減となっている． 
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表－１ 試験体の条件と材料試験結果 
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A-A 145 193 1.80
B-B 126 188 1.71
C-C 107 181 1.61

表－２ 計算耐力 

図－３ 段落し位置の設定

試験
体名 段落し 定着

強度 弾性係数 強度 弾性係数 強度 弾性係数
(MPa) (GPa) (MPa) (GPa) (MPa) (GPa)

No.1 無し -
No.2 あり 無し
No.3 あり あり
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３．載荷方法 

 鉛直荷重による応力が 1MPa となるように一定軸力を作用させた状態で，

一定振幅変位漸増方式により1δyの整数倍の変位振幅でそれぞれ3回ずつ正

負に水平荷重を作用させた．1δyは，No.1 基準試験体において鉄筋ひずみを

確認しながら載荷し，軸方向鉄筋の降伏が確認できた時点の変位 6mm を 1δy

とした．No.2 および No.3 の 1δyは，比較のために No.1 と同じ 6mm を 1δy

として載荷を行った．ただし，No.1 については 2δy正側 1 回目に載荷シス

テムのトラブルによって，一気に 5δyへ載荷が進んでしまった．5δyからは，

正常に 3回ずつの正負交番載荷を行っている． 

４．実験結果 

 No.1 は 1δyから 5δy（115kN）まで荷重が増加しているが，5δy2 回目の

繰返し時には No.3 とほぼ同じ履歴へ移行している（図－４）．繰返し載荷を

行った場合，単調載荷と比較して荷重が増加することは既往の文献等 5)でも

報告されている．また，No.1 の最大荷重 115kN に対して No.3 は 107kN と若

干小さいだけであり，6δy以降の No.1 と No.3 の履歴曲線もほぼ同じである

ことから，No.1 と No.3 の終局耐力および変形性能はほぼ同等といえる．定

着を考慮していない No.2 は変位が進むにつれて荷重が低下し，かぶりの剥

落も C-C の段落し位置で生じているのに対し，定着を考慮した No.3 は 5δy

までほぼ一定の荷重を維持している（図－５）．したがって，軸方向鉄筋を

確実に定着することで段落し位置での破壊を回避できることが確認できた． 

 図－６の等価粘性減衰定数は，5δy時点の No.1 が最も大きいが，これは

単調載荷の影響が現れていると思われる．6δy 以降の等価粘性減衰定数は， 

No.1 と No.3 でほぼ同じである．一方，No.2 の等価粘性減衰定数は，6δy以

降も増加している．これは図－８の履歴ループで示すように，No.2 の荷重低

下によって履歴ループの逆Ｓ字型の形状が緩和されたためである．したがっ

て，図－７で示すように，履歴ループの面積が減少しているため，No.2 の累

積吸収エネルギーは No.1,3 と比較して小さい値となっている．今回は載荷

システムのトラブルにより， 6δy以降の比較のみであるが，No.3 の等価粘

性減衰定数は No.1 と比較してほぼ同等であり，軸方向鉄筋の定着を確保す

れば，塑性ヒンジ領域内で段落しを行っても耐震性能はほぼ同等であると考

えられる． 

５．まとめ 

 本実験の結果，軸方向鉄筋の定着を確保すれば，塑性ヒンジ領域内で段落

しを行っても耐力および変形性能は同等であることが確認できた．また，最

大荷重以降の比較であるが，段落しを行っても履歴吸収エネルギーはほぼ同等であることも確認できた． 
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図－４ 実験結果 No.1,3 

図－５ 実験結果 No.2,3 

図－６ 等価粘性減衰定数 

図－７ 累積履歴吸収

エネルギー 

図－８ 履歴曲線（6δy）
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